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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期
連結累計期間

第47期
第１四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 10,961 11,170 44,413

経常利益 (百万円) 312 331 1,251

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 194 229 799

四半期包括利益
又は包括利益

(百万円) 203 231 787

純資産額 (百万円) 10,227 10,722 10,570

総資産額 (百万円) 19,060 19,408 19,804

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 14.90 18.00 61.75

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― 17.84 61.42

自己資本比率 (％) 53.5 54.8 53.0

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第46期第１四半期連結累計期間は、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び子会社２社（株式会社エス・エフ・ディー及び巽パン株式会社 以

下、当社グループという）において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済政策等を背景に緩やかな回復基調で推移しましたが、新興

国や資源国等による景気下振れリスクや、年初からの株価の下落や円高進行など、依然として先行き不透明な状況が

続いております。また、個人消費も足踏み状態が続いており、中食業界で事業を展開する当社グループの経営環境は

厳しい状況となりました。

こうした状況下、当社グループは中期経営計画（平成28年３月期～平成32年３月期）における４つの基本戦略、

「継続的な売上成長」、「コスト競争力の強化」、「人材の育成」、「環境への取り組み」に基づき目標達成に向け

取り組んでおります。

販売面では、主要取引先であるコンビニエンスストアやスーパーマーケットにおいて主力の弁当、おにぎりが順調

に売上を伸ばしました。商品開発力の強化への取り組みでは、食品添加物の削減やおかずの内製化にこだわった、鮮

度感・手作り感のあるお弁当のブランド、「真菜ごころ」シリーズのラインナップ化を開始いたしました。

生産面では、広島工場、千葉工場の炊飯設備の入替えにより、品質向上と生産能力の増強を行いました。また、高

い性能を持つ機器を効果的に使用するため、メーカーと連携した研修会や工場巡回を通し、生産効率の向上や安全・

安心な商品の提供に取り組みました。

コスト面では、精米や海苔等の原材料価格の値上がりや人手不足に起因する生産性の悪化がありましたが、類似食

材の統合、ロスの削減、設備投資による省人化など、コストの増加を抑える取り組みを積極的に行いました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、111億７千万円(前年同四半期比1.9％増)、営業利益は３億８百

万円(前年同四半期比0.3％増)、経常利益は３億３千１百万円(前年同四半期比6.1％増)、親会社株主に帰属する四半

期純利益は２億２千９百万円(前年同四半期比18.1％増)となりました。

(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産は、現金及び預金の減少を主因に前連結会計年度

末と比較して３億９千５百万円減少し、194億８百万円となりました。また、純資産は、親会社株主に帰属する四半期

純利益２億２千９百万円を計上する一方で、配当金の支払９千５百万円等により前連結会計年度末と比較して１億５

千２百万円増加し、107億２千２百万円となりました。

(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当社グループの研究開発活動については、米飯製品の競争激化に伴う製品の多様化、ライフサイクルの短縮に対応

するとともに、流通チャネルに適応した製品、鮮度への要求にも配慮した製品の開発に力をそそいでおります。

また、既存製品の改良・開発につきましては、ますます顕著になってくる消費者のライフスタイルの変化に適応す

る製品づくりを進めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,656,000

計 45,656,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月５日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 13,900,000 13,900,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は
100株であります。

計 13,900,000 13,900,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年６月30日 ― 13,900 ― 4,693 ― 1,173
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式
(自己株式等)

― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式
(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 1,160,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,731,500 127,315 ―

単元未満株式 普通株式 8,100 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 13,900,000 ― ―

総株主の議決権 ― 127,315 ―

(注) 「単元未満株式数」には、当社所有の自己株式35株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
シノブフーズ株式会社

大阪市西淀川区竹島
２丁目３番18号

1,160,400 ― 1,160,400 8.35

計 ― 1,160,400 ― 1,160,400 8.35

２ 【役員の状況】

該当事項はありません
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,452 2,228

売掛金 4,315 4,281

商品及び製品 29 29

原材料及び貯蔵品 219 221

その他 315 203

貸倒引当金 △5 △5

流動資産合計 7,326 6,959

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,870 2,799

機械装置及び運搬具（純額） 2,094 2,454

土地 6,124 6,124

その他（純額） 734 406

有形固定資産合計 11,825 11,784

無形固定資産 108 100

投資その他の資産

その他 561 580

貸倒引当金 △17 △17

投資その他の資産合計 543 563

固定資産合計 12,477 12,449

資産合計 19,804 19,408

負債の部

流動負債

買掛金 3,218 3,179

1年内返済予定の長期借入金 949 1,549

未払金 1,900 1,909

未払法人税等 227 75

賞与引当金 261 111

その他 733 608

流動負債合計 7,291 7,435

固定負債

長期借入金 1,614 926

退職給付に係る負債 245 241

その他 82 82

固定負債合計 1,942 1,250

負債合計 9,233 8,685

決算短信（宝印刷） 2016年08月04日 14時42分 7ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



シノブフーズ株式会社

8

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,693 4,693

資本剰余金 3,247 3,247

利益剰余金 3,166 3,300

自己株式 △613 △613

株主資本合計 10,493 10,626

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 25 26

退職給付に係る調整累計額 △22 △21

その他の包括利益累計額合計 3 4

新株予約権 48 64

非支配株主持分 25 26

純資産合計 10,570 10,722

負債純資産合計 19,804 19,408
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 10,961 11,170

売上原価 8,676 8,876

売上総利益 2,284 2,293

販売費及び一般管理費 1,976 1,984

営業利益 307 308

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 1 20

その他 7 7

営業外収益合計 8 27

営業外費用

支払利息 2 3

その他 1 0

営業外費用合計 3 4

経常利益 312 331

特別利益

固定資産売却益 - 0

特別利益合計 - 0

特別損失

固定資産除却損 10 2

特別損失合計 10 2

税金等調整前四半期純利益 302 330

法人税、住民税及び事業税 23 41

法人税等調整額 83 58

法人税等合計 106 99

四半期純利益 195 230

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 1

親会社株主に帰属する四半期純利益 194 229
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 195 230

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6 0

退職給付に係る調整額 0 0

その他の包括利益合計 7 1

四半期包括利益 203 231

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 201 230

非支配株主に係る四半期包括利益 1 1
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 224百万円 239百万円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 91 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 95 7.50 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

当社グループの主たる事業は食品製造卸販売事業であり、その他の事業の売上高、セグメント利益等の金額は、

全事業セグメントの合計額に占める割合が著しく低いため、記載を省略しております。

　 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

当社グループの主たる事業は食品製造卸販売事業であり、その他の事業の売上高、セグメント利益等の金額は、

全事業セグメントの合計額に占める割合が著しく低いため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 14円90銭 18円00銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 194 229

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

194 229

普通株式の期中平均株式数(株) 13,027,463 12,739,565

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 17円84銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 115,858

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。
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(重要な後発事象)

　 （シンジケートローン契約の締結について）

当社は、新関西工場（仮称、以下同じ）の建設に伴い、建設資金を安定的に調達することを目的として平成28

年７月20日開催の取締役会において、シンジケートローン契約を締結することを決議いたしました。

　 （１）組成金額 60億円

　 （２）資金使途 新関西工場の建設資金

　 （３）契約形態 ファシリティ期間付タームローン

　 （４）契約締結日 平成28年８月31日

　 （５）ファシリティ期間 平成28年９月13日～平成30年３月30日

　 （６）アレンジャー 三井住友信託銀行株式会社

　 （７）ジョイントアレンジャー 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

　 （８）エージェント 三井住友信託銀行株式会社

　 （９）参加金融機関 三井住友信託銀行株式会社、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 他

　 （10）借入利率 基準金利＋スプレッド

　 （11）担保提供資産 土地及び建築後の工場（建物）に第一順位の抵当権を設定

　 （12）財務制限条項 ①各連結会計年度の末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額を

　 平成28年３月の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に

　 維持すること。

②各事業年度の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を平

　 成28年３月の末日における単体の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に

　 維持すること。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年８月３日

シノブフーズ株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森 村 圭 志 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 千 﨑 育 利 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシノブフーズ株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から

平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シノブフーズ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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